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　１　計画について　（計画書　P1～P2）

第１章　計画の策定にあたって

第９期更別村高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画の基本的な内容について説明します。

　更別村における高齢者人口は、令和5年10月の991人、高齢化率31.7％から、団塊の世代（1947～
1949年生まれ）が75歳以上となる令和7（2025）年には990人、高齢化率は32.3％となり、団塊ジュニア
世代（1971～1974年生まれ）が65歳以上となる令和22（2040）年には、993人に増加し、高齢化率は
35.1％まで上昇すると見込まれています。
　　
　　計画では、要介護者等に必要な介護サービスが適切に提供されるために必要なサービス量を把
握し、介護保険の事業費の見込みを算定しています。また、それを基にして介護保険料の算定を行
っています。

※　老人福祉法第20条、介護保険法第117条により、３年を１期として策定することとされています。
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　２　介護保険制度の主な改正内容　　（計画書　P4～P5）

　　令和5 年5 月に公布された、「全世代対応型の持続可能な社会保障制度を構築するための健康保
険法等の一部を改正する法律」（令和5年法律第31 号）に基づき、令和6（2024）年4 月より順次に施行
される介護保険制度改正等についての主な内容は以下のとおりです。

令和6年度～介護保険制度改正の主な内容

改正１　介護情報基盤の整備 ■介護保険者が被保険者等に係る医療・介護情報の収集・提供等を行う事業を医療保険
者と一体的に実施

改正２　介護サービス事業所の財
務状況等の見える化

■介護サービス事業所等の詳細な財務状況等を把握して政策立案に活用するため、事業
者の事務負担にも配慮しつつ、財務状況を分析できる体制を整備

改正３　介護サービス事業所等にお
ける生産性の向上に資する取組に
係る努力義務

■介護現場における生産性の向上に関して、都道府県を中心に一層取組を推進

改正４　看護小規模多機能型居宅
介護のサービス内容の明確化

■看多機について、サービス内容の明確化を通じて、更なる普及を進める

改正５　地域包括支援センターの体
制整備等

■地域の拠点である地域包括支援センターが地域住民への支援をより適切に行うための
体制を整備
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　１　高齢者人口（第１号被保険者）の推計　（計画書　P6～P7）

第２章　高齢者を取り巻く現状と課題

国勢調査の結果でみると、更別村の人口は令和2年時点で3,080人となっており、以降緩やかに減少し
ていく傾向にあります。

　高齢者人口の増加が続く一方で、介護や看護等の担い手ともなる、年少人口・生産年齢人口は長期
的に減少し続ける見込みです。

高齢者人口の推移と推計
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　２　介護予防・日常生活圏域ニーズ調査の結果について　（計画書　P14～P30）

　本計画策定の基礎資料とするため、「介護予防・日常生活圏域ニーズ調査」を実施し、227名の方より
回答いただき、調査結果概要についてまとめました。第７期計画より数えて今回は３回目の調査となり
、過去のニーズ調査と概ね似た傾向をたどっていますが、認知症リスクの方、IADLが低い方の割合は
増加傾向にあり、スポーツ・趣味・学習サークル・地域づくりへの関わりのある方の割合は減少傾向に
あります。
　

高齢者人口の推移と推計
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　１　更別村の目指す地域包括ケアシステム（全体像）　（計画書　P32）

第３章　基本理念・基本目標

本計画の取組みを進めることによって、実現を目指す「更別村の目指す地域包括ケアシステム（全体
像） 」をまとめました。
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　２　施策項目　（計画書　P33）

　本村では、基本理念及び３つの基本目標の実現を図るため、次の９つの取組み方針で施策を推進し
ます。

 【基本理念】
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6

8
最適な介護サービスの
提供

(1) 高齢者の就労促進と社会参加の機会づくり

(2) 高齢者の多様な交流・活動の促進

(1) 地域の支え合い活動を進める体制づくり

(2) 多様な主体による地域活動の活性化

(3) 地域に根差した相談支援体制の充実・強化

(4) 高齢者虐待の防止と権利擁護の推進

(1) 主体的かつ一体的な健康づくりの促進

(2) 健康づくりを地域全体で推進する環境づくり

(1) 地域包括支援センターの専門性をいかした
　　予防事業の推進

(2) 介護予防の訪問・通所サービスの充実

(3) 生活支援・福祉サービスの提供

(1) 在宅を支える基礎づくり（人材育成）

(2) 在宅への流れの構築（多職種連携）

(3) 地域包括ケアの深化に向けた取組

(1) 認知症に関する正しい知識の普及啓発と、早期
　　発見から適切な支援につなげる体制の確立

(2) 認知症の人と家族への支援の強化

(3) 地域における認知症への理解浸透と地域支援
　　体制の充実・強化

(1) 安定した住まいの確保

(2) 快適な住環境づくり

(1) 介護サービスの適正な提供

(1) 介護事業者への支援等（介護人材確保・育成・定着）

(2) 介護保険サービスの質の確保と向上

1
高齢者が活躍できる
環境づくり

2
支え合いの地域社会づ
くり

3
健康寿命を延伸する
健康づくりの推進

4
状態の改善につながる
介護予防・生活支援
サービス等の提供

5
在宅医療・介護連携の
推進

6 認知症施策の推進

7
安心・快適な住まい等
の確保

9
介護サービスの適切な
運営



　基本目標Ⅰ（支え合い、活躍）　　地域とつながり、誰もが生きがいを持ち活躍できる環境づくり

第４章　施策展開

　基本理念の実現をめざすための取組み概要を基本目標ごとに説明します。

　重点施策１　高齢者が活躍できる環境づくり　（計画書　P34～P39）

施策項目

(1) 高齢者の就労促進と社会
参加の機会づくり

　高齢者等がこれまで培ってきた知識や経験をいかし、地域や社
会で役割を持って活躍できるよう、多様な働き方の提案や就労先と
のマッチングに取り組んでいきます。

(2) 高齢者の多様な交流・活
動の促進

　老人クラブをはじめ高齢者の自主的な活動や多様な交流を支援
し、生きがいや健康づくりなどに取り組んでいきます。

～社会参加、交流事業の推進～

　高齢者勤労事業等による地域社会への貢献や、老人クラブ、末広学級、高齢者運動会等の交
流活動を促進することで、活動の場や機会を一層充実させるとともに、生きがいや健康づくりにつ
なげていきます。

主な取組み
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　重点施策２　支え合いの地域社会づくり　（計画書　P40～P47）

施策項目

(1) 地域の支え合い活動を進
める体制づくり

　生活支援コーディネーターが中心となり、関係機関等と協働して、
地域においてきめ細やかにニーズの把握と支援を行うことにより、
「ささえ愛さらべつ」の活動をさらに進めるとともに、見守り、生活支
援、居場所づくりといった地域の支え合い活動の創出・充実を推進
します。

(2) 多様な主体による地域活
動の活性化

　生活支援コーディネーターを活用しつつ、地域住民や地域の各
種団体、地域包括支援センター、社会福祉協議会、医療・介護等
の関係機関・事業所等によるそれぞれの地域の見守り・支え合い
活動を活性化し、高齢者が安心・安全に暮らせる地域づくりを進め
ます。

(3) 地域に根差した相談支援
体制の充実・強化

　地域包括支援センターの機能強化を進め、広く相談窓口を周知
するなど、関係機関と連携しながら高齢者を地域全体で支える体
制づくりを推進します。

(4) 高齢者虐待の防止と権利
擁護の推進

　関係機関と連携し、高齢者虐待の早期発見、迅速な対応・支援
に取り組むとともに、さらべつ成年後見センターの運営により、成
年後見制度をはじめとする権利擁護が必要な人の制度利用を支
援します。

～生活支援体制整備事業及び地域ケア会議の推進～

　生活支援コーディネータのコーディネートにより、協議体「ささえ愛さらべつ」の活性化を図り、見
守り、生活支援、居場所づくりといった地域のささえ合い活動を充実していきます。

　また、地域包括支援センターが中心となり、個別事例の検討を通じて、多職種協働によるケアマ
ネジメント支援を行うとともに、地域課題の抽出、地域のネットワーク構築につなげるなど、実効性
あるものとして地域ケア会議を定着・普及させていきます。

主な取組み
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　重点施策３　健康寿命を延伸する健康づくりの推進　（計画書　P48～P52）

施策項目

(1) 主体的な健康づくりの促進 ○　生活習慣病や低栄養、筋力低下等を予防するため、村民が自ら
　の身体・健康状態を意識できるよう、保健事業と介護予防の一体的
　実施の取組みを推進し、健康づくりや介護予防に関する知識の普及
　啓発を進めるとともに、健康診査の受診率を高めます。

(2)健康づくりを地域全体で支援
する環境づくり

○　更別村国民健康保険診療所において、認知症への不安に対応
　するための「もの忘れ外来」の提供等、村民の「かかりつけ医」として
　あらゆる健康問題に対応する総合診療科としての診療を推進して
　いきます。
○　「低栄養」に関するリスクの普及啓発を進め、フレイル（虚弱）、を
　予防し、口腔機能の低下を予防するため、更別村歯科診療所との連
　携を強化し、口腔ケアの向上に向けた取組みを進めます。

～地域のつながりによる健康づくりの推進～

　各種健診事業、更別村国民健康保険診療所における総合診療、更別村歯科診療所の訪問診療
を進めていく中で、健康づくりを地域で支え・守るための地域のつながりを強化し、高齢者の保健
事業と介護予防の一体的実施事業を推進することで、地域に根付いた健康づくり活動をしやすい
環境を構築し、お互いが信頼し合い、助け合う良好な関係性を築いていきます。

主な取組み

　基本目標Ⅱ（健康、予防・改善）　　心身の状態改善、健康寿命の延伸につながるサービスの充実
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　重点施策４　状態の改善につながる介護予防・生活支援サービス等の提供　（計画書　P53～P65　）

施策項目

(1) 地域包括支援センターの

専門性を活かした予防事業の
推進

　地域包括支援センター職員の専門性をいかし、より効果的な介
護予防を推進するために、データ分析による地域ごとの状況把握
を行い、各地域の状況を踏まえた取組を進めます。　

(2)介護予防の訪問・通所サー
ビスの充実

　多様なニーズに対応できる総合事業のサービス提供体制を整備
し、利用しやすい制度となるよう検討を行います。また、サービスが
必要なくなった場合はスムーズに介護予防活動に移行できるよう
働きかけていきます。

(3) 生活支援・福祉サービスの
提供

　高齢者が在宅ですこやかに暮らしていけるよう事業者との協働に
よる見守りや、緊急通報用システム設置事業など日常生活を支援
する様々な事業を実施します。

～介護予防の推進～

　地域支援事業の総合事業を始め、日常生活の中で気軽に参加できる介護予防活動の場が身近
にあり、地域の人とのつながりを通して活動が広がるような地域コミュニティの構築をめざします。
また、介護予防・生活支援サービスが必要なくなった場合は、自立支援の観点から、スムーズに介
護予防活動に移行できるよう働きかけていきます。

主な取組み
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　重点施策５　在宅医療・介護連携の推進　（計画書　P66～P68）

～在宅への流れの構築～

　在宅医療・介護における地域の課題について、更別村在宅医療・介護連携推進協議会において
検討し、村民・専門職ともに意思疎通を図りながら、在宅医療・介護についての理解を深めるととも
に、医療側と介護側をつなぐ専門的な人材（コーディネーター）を配置し、更別村国民健康保険診
療所を中心に、更別村歯科診療所、訪問看護ステーションかしわのもり ・はれと連携し、地域の専
門職と顔の見える関係を構築し、一緒に地域の課題解決をめざしていきます。

主な取組み

　基本目標Ⅲ（安心）　　医療や介護が必要となっても、なじみの地域で暮らしていける仕組みづくり

施策項目

(1) 在宅を支える基礎づくり
（人材育成）

　介護支援専門員のケアマネジメントスキルの向上や、医師・看護
師等の医療職とスムーズに連携できる体制づくりをめざし、患者本
人の状態に応じた医療的ケア等の必要な支援が提供できるように
取組を進めます。

(2) 在宅への流れの構築（多
職種連携）

　ＩＣＴツールバイタルリンクを活用するなど、医療と介護の連携を
促進させ、病院から在宅への復帰を円滑にし、住み慣れた地域で
最期まで暮らすことができる環境整備について、更別村在宅医療・
介護連携推進協議会において検討し、あるべき姿の構築を進めて
いきます。

(3)地域包括ケアの深化に向
けた取組

　地域の在宅医療と介護の連携を支援する相談窓口を設け、相談
員として医療側と介護側をつなぐ専門的な人材（コーディネーター）
を引き続き配置し、ACP（アドバンス・ケア・プランニング）の普及・啓
発を推進していきます。
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　重点施策６　認知症施策の推進　（計画書　P69～P72）

～認知症初期集中支援チーム～

　更別村国民健康保険診療所医師、地域包括支援センターに配置している認知症地域支援推進
員等、認知症の人やその家族に早期にかかわる「認知症初期集中支援チーム」により、早期診断
や、早期対応に向けた支援体制を推進していきます。

主な取組み

施策項目

(1) 認知症に関する正しい知

識の普及啓発と、早期発見か
ら適切な支援につなげる体制
の確立

　認知症の方を適切な医療やケアにつなげるためには、早期発
見・早期対応が重要です。村では令和２年１月に「認知症になって
も、安心して生活できるまちづくり宣言」を行っており、認知症の正
しい知識や理解が得られ、早期に相談できるように、認知症初期
集中支援チームにより支援を行い、認知症ケアパスの普及啓発に
努めます。

(2) 認知症の人と家族への支
援の強化

　認知症の人や家族が地域の中で孤立することなく、安心して気軽
に出かけられる居場所や気軽に相談できるような体制の整備を図
ります。

(3) 地域における認知症への

理解浸透と地域支援体制の
充実・強化

　地域での認知症の人への理解や優しい見守り体制を構築します。
また、徘徊などで行方不明になった際の早期発見や事故への未然
防止のための体制づくりを推進します。
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　重点施策７　安心・快適な住まい等の確保　（計画書　P73～P76）

～高齢者が安心して暮らせる「住まい」の確保～

　村の高齢者向けの住まい（生活支援ハウス、シルバーハウジング）において、安心して生活を続
けられるよう、支援します。

主な取組み

施策項目

(1) 安定した住まいの確保 　生活支援ハウスやシルバーハウジングにおいて、入居者の安全
を考慮しながら、楽しみのある生活を過ごせるように支援していき
ます。

(2) 快適な住環境づくり 　生活支援ハウスやシルバーハウジングに生活援助員を配置し、
高齢者が安心して生活できるよう支援します。また、その他公共施
設について、バリアフリー化を推進するとともに、福祉の里総合セ
ンターにおいて、地域の高齢者に対し、各種相談、健康診査、健康
増進、クラブ活動等のための便宜を総合的に提供します。
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　重点施策８　最適な介護サービスの提供　（計画書　P77～P80）

～バランスのとれた提供体制～

　要介護者が可能な限り在宅生活を継続できるよう支援し、本人の希望や状態・状況に応じて、在
宅系サービスのみならず施設・居住系サービスも選択できる、サービスバランスのとれた提供体制
を構築していきます。

主な取組み

施策項目

(1) 介護サービスの適正な提
供

　要介護者が可能な限り在宅生活を継続できるよう、本人の希望
や状態・状況に応じて、多様なサービスを選択できるような支援を
推進していきます。　また、感染症や災害発生時に備え、高齢者施
設の感染予防対策や防災体制を強化していきます。
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　重点施策９　介護サービスの適切な運営　（計画書　P81～P86）

～介護事業者への支援及び指導・監査～

　老人福祉施設等雇用対策事業による介護人材確保支援、地域密着型介護老人福祉施設特例
入所支援事業による特例入所者に対する事業所支援や、いざというときのため身近なご近所・ご
家族の方に少しでも介護の知識を持っていただくため、介護に関する入門的研修を実施していき
ます。また、高齢者の尊厳を支える、より良いケア実現のため、介護事業者に対し指導・監査を行
います。

主な取組み

施策項目

(1) 介護事業者への支援（介
護人材確保・育成・定着）

　・職場環境の改善、職員の資質向上、雇用の安定、定住化促進
を図るため、新規職員を雇用する介護保険サービス事業所に対し、
新規職員に支給する支援金を助成する「老人福祉施設等雇用対
策事業」を継続して実施します。

　・特例入所者（要介護１、要介護２の入所者）の月ごとの利用した
サービスについて、原則入所できる要介護３と現に認定を受けてい
る介護度におけるサービスに要する費用の差額（基本単価の差
額）を助成する「地域密着型介護老人福祉施設特例入所支援事
業」を継続して実施します。
　・高齢化の進展により、いざというときのため身近なご近所・ご家
族の方に少しでも介護の知識を持っていただくため、介護に関する
入門的研修を実施していきます。

(2) 介護保険サービスの質の
確保と向上

　介護サービスの利用者が安心してサービスを利用できるよう、わ
かりやすい情報提供や相談・苦情対応を行います。また、要介護
認定や介護給付の適正化をさらに進め、適切なサービスを確保し、
介護給付費や介護保険料の増大を抑制していきます。
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　１　要介護者数等（第１号被保険者）の推計　（計画書　P89）

第５章　介護給付費等の見込み及び保険料額

要介護（要支援）認定者数は、第8期計画期間（令和3年度～令和5年度）における認定者数の推移や、
各年度の高齢者人口の状況をもとに、介護予防の取組等による成果を勘案して推計しました。
　その結果、第1号被保険者認定率は、令和8（2026）年度に19.0％となる見込みであり、令和22（2040）
年度には22.2％となる見込みです。

第１号被保険者の要介護（要支援）認定者と認定率の推移
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　２　介護保険給付費見込み額の算定　（計画書　P96）

　第9期計画期間における介護（予防）サービス必要量及び施策内容を踏まえ、介護（予防）サービス給
付費及び地域支援事業費の推計に加えて、その他の給付等として、特定入所介護サービス費、高額介
護サービス費、高額医療合算介護サービス費、審査支払手数料を第8期に基づき推計しました。

（単位：千円）
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合計 R6（2024） R7（2025） R8（2026）

1,082,380 353,117 361,501 367,762

996,212 324,470 332,818 338,924

介護予防サービス給付費 45,454 15,040 15,207 15,207

介護サービス給付費 950,758 309,430 317,611 323,717

54,933 18,263 18,286 18,384

26,675 8,867 8,880 8,928

3,859 1,284 1,284 1,291

701 233 233 235

165,861 55,287 55,287 55,287

52,500 17,500 17,500 17,500

38,304 12,768 12,768 12,768

75,057 25,019 25,019 25,019

1,248,241 408,404 416,788 423,049

第9期

標準給付費見込額（A）

総給付費

特定入所者介護サービス費等給付額

高額介護サービス費等給付額

高額医療合算介護サービス費等給付額

算定対象審査支払手数料

地域支援事業費（B)

介護予防・日常生活支援総合事業費

包括的支援事業（地域包括支援センターの

運営）及び任意事業費

包括的支援事業（社会保障充実分）

合計（A+B）



　３　介護保険の財源構成　（計画書　P93）

　介護保険の費用負担は、50％を公費、50％を保険料で負担します。第9期計画期間（令和6（2024）～8（
2026）年度）においては、第１号被保険者（65歳以上の方）に給付費の23％を保険料として負担していた
だきます。

国の

調整交付金

5%

国
20%

道
12.5%村

12.5%

第２号被保険者の

保険料
27%

第１号被保険者の

保険料
23%

20



　４　介護保険給付費見込みに基づく第１号被保険者の保険料算定　（計画書P95～P97）

　介護保険料の基準額は、保険料として収納する額（給付見込額の23％）に収納率を見込んで調整し、
所得段階別の保険料負担割合を反映した被保険者見込み数で除して年額を算出し、その金額を12で除
して月額に換算した額となります。

①
第１号被保険者が負担すべき経費（３年間）
（保険給付費＋地域支援事業費）×23％

②
調整交付金不足額（３年間）（調整交付金相当
額（５％）－調整交付金見込額）

③ 介護保険事業基金取崩額

④ 保険者機能強化推進交付金等の交付見込額

⑤ 保険料予定収納率

⑥ 第１号被保険者数（３年間）

⑦ 12か月

【算定方法】
第１号被保険者の保険料基準額

　＝（①＋②－③－④）÷⑤÷⑥÷⑦

主 な 要 因

引き上げ
の要素

①　高齢化の進展によるサービス量の増加
②　地域包括ケアシステムの深化・推進による
　　地域支援事業費の増加
③　介護報酬の＋1.59%増改定

引き下げ
の要素

①　介護保険事業基金の取り崩し
②　保険者機能強化推進交付金等の交付
③　介護予防・状態改善の取組や、介護給付適正
　化の推進

第９期介護保険料（基準月額） ６，１００円

（第８期介護保険料額（基準月額）：5,700円）

※　令和12年（2030）介護保険料額（基準月額）の推計値：7,500円程度
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